別記第１号様式
　　年　月　日
新潟県知事　様

申請者　住所
法人名・団体名
役職・代表者名
新潟県国際交流推進基金事業補助金交付申請書
標記補助金の交付を受けたいので、新潟県国際交流推進基金事業補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記

　１　事業名
　２　事業内容　※該当するものに「〇」を記入
	事業内容
	記入欄

	
	該当事業
	北東アジア地域
（※）

	国際会議・シンポジウム等
	
	

	学生参加型のイベント
	
	

	共同研究
	
	

	海外でのプロモーション活動等
	
	


　　※県内大学が行う事業で、対象地域を北東アジア（中国、韓国、モンゴル、ロシア、北朝鮮）とする場合は、新潟県立大学北東アジア研究所と連携した取組を対象とする。
　３　事業に要する経費及び補助金交付申請額
　　　補助事業に要する経費　　　金　　　　　　　　円
　　　補助金交付申請額　　　　　金　　　　　　　　円
４　事業完了予定年月日
年　　月　　日
５　関係書類
	事業内容
	提出様式

	国際会議・シンポジウム等
	コンベンション計画書（実施報告書）（別紙１）
収支予算書（別紙３）
取組内容がわかる書類（様式任意）

	学生参加型のイベント
	事業計画書（別紙２）
収支予算書（別紙３）
取組内容がわかる書類（様式任意）

	共同研究
	共同研究計画書（別紙４）
取組内容がわかる書類（様式任意）
共同研究に関する研究業績リスト（ある場合のみ：様式任意）

	海外でのプロモーション活動等
	事業計画書（別紙２）
収支予算書（別紙３）
取組内容がわかる書類（様式任意）
申請団体の規約・定款
申請団体の過去５年間の活動実績がわかる書類（様式任意）


〔申請書類　作成担当者〕
	氏名
	

	連絡先電話番号
	

	連絡先メールアドレス
	


別記第２号様式
　　年　月　日
新潟県知事　様

申請者　住所
法人名・団体名

役職・代表者名

新潟県国際交流推進基金事業補助金に係る変更承認申請書
　　年　月　日付け国際第　　号で交付決定を受けた標記補助金について、下記のとおり変更したいので、新潟県国際交流推進基金事業補助金交付要綱第９条の規定により関係書類を添えて申請します。

記

１　変更の内容
	変 更 前
	変 更 後

	
	


２　変更の理由
３　関係書類

	事業内容
	提出様式

	国際会議・シンポジウム等
	変更後のコンベンション計画書（実施報告書）（別紙１）
変更後の収支予算書（別紙３）

	学生参加型のイベント
	変更後の事業計画書（別紙２）
変更後の収支予算書（別紙３）

	共同研究
	変更後の共同研究計画書（別紙４）

	海外でのプロモーション活動等
	変更後の事業計画書（別紙２）
変更後の収支予算書（別紙３）


〔申請書類　作成担当者〕
	氏名
	

	連絡先電話番号
	

	連絡先メールアドレス
	


別記第３号様式
　　　年　月　日
新潟県知事　様

申請者　住所
法人名・団体名

役職・代表者名

新潟県国際交流推進基金事業補助金に係る事業中止（廃止）承認申請書

　　年　月　日付け国際第　　号で交付決定を受けたこの補助金に係る事業を中止（廃止）したいので、新潟県国際交流推進基金事業補助金交付要綱第11条の規定により下記のとおり申請します。

記

１　中止（廃止）の理由
　　
　　　
　２　中止（廃止）後の措置
　　　
　　　
〔申請書類　作成担当者〕
	氏名
	

	連絡先電話番号
	

	連絡先メールアドレス
	


別記第４号様式
　　　年　月　日
新潟県知事　様

申請者　住所
法人名・団体名

役職・代表者名
新潟県国際交流推進基金事業補助金に係る事業遅延等報告書

　　年　月　日付け国際第　　号で交付決定を受けた標記補助金について、新潟県国際交流推進基金事業補助金交付要綱第12条の規定により、下記のとおり報告します。
記
　１　補助事業名
　
　２　補助事業の進捗状況
　
　

　３　補助事業に要した経費
　
　

　４　事故の内容及び原因
　
　

　５　事故に対する措置
　
　

　６　補助事業の遂行及び完了の予定
　
　

〔報告書　作成担当者〕
	氏名
	

	連絡先電話番号
	

	連絡先メールアドレス
	


別記第５号様式
　　　年　月　日
新潟県知事　様

申請者　住所
法人名・団体名

役職・代表者名

新潟県国際交流推進基金事業補助金に係る事業状況報告書

　年　月　日付け国際第　　号で交付決定を受けた標記補助金の実施状況について、新潟県国際交流推進基金事業補助金交付要綱第14条の規定により、下記のとおり報告します。

記
１　補助事業名

　
　２　報告日現在における事業進捗状況
　

　

　
〔報告書　作成担当者〕
	氏名
	

	連絡先電話番号
	

	連絡先メールアドレス
	


別記第６号様式
　　　年　月　日
新潟県知事　様

申請者　住所
法人名・団体名

役職・代表者名
新潟県国際交流推進基金事業補助金実績報告書

　　年　月　日付け国際第　　号で交付決定を受けた標記補助金に係る事業が完了したので、新潟県国際交流推進基金事業補助金交付要綱第15条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて報告します。

記
　１　事業名
２　事業完了年月日　　　　　　年　　月　　日
３　関係書類

	事業内容
	提出様式

	国際会議・シンポジウム等
	コンベンション計画書（実施報告書）（別紙１）
収支決算書（別紙６）
取組内容がわかる書類、チラシ等（様式任意）

	学生参加型のイベント
	事業実施報告書（別紙５）
収支決算書（別紙６）
取組内容がわかる書類、チラシ等（様式任意）

	共同研究
	共同研究実施報告書　（別紙７）
取組内容がわかる書類（様式任意）

	海外でのプロモーション活動等
	事業実施報告書（別紙５）
収支決算書（別紙６）
取組内容がわかる書類、チラシ等（様式任意）


〔報告書　作成担当者〕
	氏名
	

	連絡先電話番号
	

	連絡先メールアドレス
	


別記第７号様式
　　年　月　日
新潟県知事　様

申請者　住所
法人名・団体名

役職・代表者名

新潟県国際交流推進基金事業補助金精算（概算）払請求書
　　年　月　日付け国際第　　号で交付決定を受けた標記補助金について、新潟県国際交流推進基金事業補助金交付要綱第16条の規定により、下記のとおり請求します。

記

　１　請求金額　　　　　　金　　　　　　　　　　円
２　請求額算定根拠等
	区分
	金額（円）

	交付決定額
	

	概算払受領済額
	

	今回請求額
	

	残額
	


　　振込金融機関　　　　　　　　　　銀行／金庫
　　預貯金の種別　　　　　　普通・当座（該当するものに〇印）
　　預貯金口座番号　　　　　No.　　　　　　　　
　　金融機関に登録した住所　〒
　　預貯金口座名（カタカナ）　　　　　　　　　　
　（注）１　今回の請求額の算定根拠を示した明細書を添付すること。
　　　　２　概算払い請求時は、その理由書を添付すること。

別記第８号様式
　　年　月　日
新潟県知事　様

申請者　住所
法人名・団体名

役職・代表者名

新潟県国際交流推進基金事業補助金に係る
消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書
　　年　月　日付け国際第　　号で交付決定を受けた標記補助金について、新潟県国際交流推進基金事業補助金交付要綱第17条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　補助金額（知事が補助金の額の確定通知書により通知した額）　金　　　　　　　　円
２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
４　補助金返還相当額（上記３－２）　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
５　その他

（1） 積算の内訳を添付すること。
（2） その他参考となる書類
消費税確定申告書の写し及びその添付書類（補助金に係るもの）を添付すること。
　（注）補助金返還相当額がない場合も報告すること。

（別紙１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
コンベンション計画書（実施報告書）
	コンベンション名称
	

	開催期日
	　　　　年　　 月     日（　） ～ 　　　　 年　　 月 　  日（　）

	会場
	会場名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	主催者
	名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所：〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者：　　　　　　　　　　　　TEL：　　　　　　　　　　　　　　　

	事務局
	名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所：〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者：　　　　　　　　　　　　TEL：　　　　　　　　　　　　　　　

	共　　 催　　 者
	名称：

	開催概要
	

	開催目的
	

	参 加 者
・
参 加 国 数
	総参加者数　　：　　　　　         　    人
参加国数　　　：参加国数　　　か国（日本を含む）
うち県内者数：　　　　　　　　　　　 　人

うち県外者数： 　　 　　　　　　       人(国外参加者を除く) 
うち国外者(渡航者)数：       　　    　人

	延べ宿泊者数
	　　　　　　　　人　主な宿泊地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	開催経費
	総経費(千円)：　　　　　うち県内企業への発注額(千円)：　　　　　　　　

県内企業への発注内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	県民参加の催事
	１　有　内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　無

	広報計画
	１　有　内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　無

	国内外への情報発信
	１　有　方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　無

	事業目標（KPI）
期待される効果
取組の継続性・発展性
	１　事業目標（ＫＰＩ）
ＫＰＩ
ＫＰＩ設定の考え方

現状値（　　年度）

目標値（　　年度）

２　取組実施により期待される効果（可能な限り数値化し、具体的に記載すること）

３　当年度の取組終了後の継続性・発展性について


	開催実績
	前　回：　　年　　月　　日　～　　月　　日【開催地：　　　　　　 　 】 
総参加者数   　　　 人 うち県外者数  　　　 人 うち国外者数    　人

前々回：　　年　　月　　日　～　　月　　日【開催地：　　　　　　 　 】 
総参加者数   　　　 人 うち県外者数  　　　 人 うち国外者数    　人

	備考
	大会日程がわかる資料(プログラム等)を添付すること


（別紙２）
事業計画書
１　補助対象事業（取組）の概要
　（１）取組名
　（２）取組の目的
	区分
	目的

	諸外国との経済交流の促進
地域経済・社会への波及効果
	

	諸外国との広域連携
	

	本県の拠点性向上
	

	グローバル人材の育成
	


　（３）取組の具体的な内容（必要に応じ関係書類を添付すること）
　（４）申請者等
　　・申請者の名称
　　・申請者と連携して取組を実施する大学、経済団体、国際交流団体等の名称
・本取組における具体的な連携内容
２　実施期間、実施スケジュール
　（１）実施期間
　　　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

　

　（２）実施スケジュール
	実施時期
	取組内容等

	　　　年　　　月
	

	　　　年　　　月
	

	　　　年　　　月
	


３　事業目標（ＫＰＩ）・期待される効果・取組の継続性等
　（１）事業目標（ＫＰＩ）
	ＫＰＩ
	

	ＫＰＩ設定の考え方
	

	現状値（　　年度）
	目標値（　　年度）

	
	


　
（２）取組実施により期待される効果（可能な限り数値化し、具体的に記載すること）
　（３）当年度の取組終了後の継続性・発展性について

（別紙３）
収支予算書
１　収入
　　（単位：円）
	費目
	本年度予算額
	備考（資金調達先等）

	県補助金

※千円未満切り捨て

※補助金交付申請額と一致させること。
	
	新潟県

	その他収入
（具体的に記載）
	
	

	自己負担金
	
	

	合計
	
	


２　支出
　　（単位：円）
	費目
	事業費
	補助金
	内訳

	報償費
	
	
	

	旅費
	
	
	

	需用費
	
	
	

	〇〇費
	
	
	

	〇〇費
	
	
	

	合計
	
	
	


※収入と支出の合計額が一致するように記載してください。
※支出の内訳欄は、詳細（支出項目×単価×数量）を記入してください。
※支出の費目欄は、別表２に記載されている費目を記入してください。

※変更する場合は、変更前と変更が比較対照できるように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。

※領収書又は振込明細書等、支払いの事実が確認できるもの（写し）を適切に保管願います。
（別紙４）
共同研究計画書
１　共同研究分野　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　共同研究課題名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　※共同研究は、県内大学と国内外の大学、研究機関、民間企業等との共同研究であること。
３　研究期間　　　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日　
４　研究予算
（収入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	本年度予算額
	備考（資金調達先等）

	県補助金

※千円未満切り捨て

※補助金交付申請額と一致させること。
	
	新潟県

	その他収入
（具体的に記載）
	
	

	自己負担金
	
	

	合計
	
	


（支出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	事業費
	補助金
	内訳

	報償費
	
	
	

	旅費
	
	
	

	需要費
	
	
	

	〇〇費
	
	
	

	〇〇費
	
	
	

	合計
	
	
	


※収入と支出の合計額が一致するように記載してください。
※支出の内訳欄は、詳細（支出項目×単価×数量）を記入してください。
※支出の費目欄は、別表２に記載されている費目を記入してください。

※変更する場合は、変更前と変更が比較対照できるように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。

※領収書又は振込明細書等、支払いの事実が確認できるもの（写し）を適切に保管願います。
５　事業者
	区分
	氏名
	所属団体・部局・職
	共同研究の
役割分担

	研究代表者
	
	
	

	研究分担者
	
	
	

	研究分担者
	
	
	


６　共同研究概要

７　研究目的
	区分
	研究目的

	諸外国との経済交流の促進
地域経済・社会への波及効果
	

	諸外国との広域連携
	

	本県の拠点性向上
	

	グローバル人材の育成
	


８　研究実施計画　　※複数年にわたる共同研究の場合は年度ごとに記載

９　研究成果の県民及び国内外への情報発信
　　※複数年にわたる共同研究の場合は年度ごとに記載


10　事業目標（ＫＰＩ）・期待される効果・研究終了後の継続性等
※複数年にわたる共同研究の場合は年度ごとに記載

（別紙５）
事業実施報告書
１　実施した補助対象事業（取組）の概要
　（１）取組名
　（２）取組の目的
	区分
	目的

	諸外国との経済交流の促進
地域経済・社会への波及効果
	

	諸外国との広域連携
	

	本県の拠点性向上
	

	グローバル人材の育成
	


　（３）取組の具体的な内容（必要に応じ関係書類を添付すること）

　（４）申請者等
　　・申請者の名称

　　・申請者と連携して取組を実施した大学、経済団体、国際交流団体等の名称
・本取組における具体的な連携実績
２　実施期間、実施スケジュール
　（１）実施期間
　　　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

　

　（２）具体的な取組内容等
	実施時期
	取組内容等

	　　　年　　　月
	

	　　　年　　　月
	

	　　　年　　　月
	

	　　　年　　　月
	


３　事業目標（ＫＰＩ）の達成状況・期待される効果・取組の継続性等
（１）事業目標（ＫＰＩ）の達成状況

	ＫＰＩ
	

	ＫＰＩ設定の考え方
	

	現状値（　　年度）
	目標値（　　年度）
	実績値（　　年度）

	
	
	


　
（２）取組実施による効果（可能な限り数値化し、具体的に記載すること。）
	区分
	成果
	具体的な取組結果

	諸外国との経済交流の促進
地域経済・社会への波及効果
	
	

	諸外国との広域連携
	
	

	本県の拠点性向上
	
	

	グローバル人材の育成
	
	


（３）今後の取組内容・計画

４　補助金の振込先
	金融機関名
	

	本支店名
	

	預貯金種別（普通／当座）
	

	口座番号
	

	口座名義人
	

	口座名義人（フリガナ）
	


（別紙６）
収支決算書
１　収入
　　（単位：円）
	費目
	本年度決算額
	備考（資金調達先）

	県補助金

※千円未満切り捨て
※(変更)交付決定額を超える額は不可
	
	新潟県

	その他収入
（具体的に記載）
	
	

	自己負担金
	
	

	合計
	
	


２　支出
　　（単位：円）
	費目
	事業費
	補助金
	内訳

	報償費
	
	
	

	旅費
	
	
	

	需用費
	
	
	

	〇〇費
	
	
	

	〇〇費
	
	
	

	合計
	
	
	


※収入と支出の合計額が一致するように記載してください。
※支出の内訳欄は、詳細（支出項目×単価×数量）を記入してください。
※支出の費目欄は、別表２に記載されている費目を記入してください。

※変更する場合は、変更前と変更が比較対照できるように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。

※領収書又は振込明細書等、支払いの事実が確認できるもの（写し）を添付してください。
（別紙７）
共同研究実施報告書
１　共同研究分野　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　共同研究課題名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　※共同研究は、県内大学と国内外の大学、研究機関、民間企業等との共同研究であること。
３　研究期間　　　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日　
４　研究収支実績
（１）収入
　　（単位：円）
	費目
	本年度決算額
	備考（資金調達先）

	県補助金

※千円未満切り捨て
※(変更)交付決定額を超える額は不可
	
	新潟県

	その他収入
（具体的に記載）
	
	

	自己負担金
	
	

	合計
	
	


（２）支出
　　（単位：円）
	費目
	事業費
	補助金
	内訳

	旅費
	
	
	

	報償費
	
	
	

	需用費
	
	
	

	〇〇費
	
	
	

	〇〇費
	
	
	

	合計
	
	
	


※収入と支出の合計額が一致するように記載してください。
※支出の内訳欄は、詳細（支出項目×単価×数量）を記入してください。
※支出の費目欄は、別表２に記載されている費目を記入してください。

※変更する場合は、変更前と変更が比較対照できるように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。

※領収書又は振込明細書等、支払いの事実が確認できるもの（写し）を添付してください。
５　事業者
	区分
	氏名
	所属団体・部局・職
	共同研究の
役割分担

	研究代表者
	
	
	

	研究分担者
	
	
	

	研究分担者
	
	
	


６　共同研究実績の概要　　※複数年にわたる共同研究の場合は年度ごとに記載

７　研究成果の県民及び国内外への情報発信
　　※複数年にわたる共同研究の場合は年度ごとに記載


８　事業目標（ＫＰＩ）の達成状況・研究成果と効果等
※複数年にわたる共同研究の場合は年度ごとに記載








（　　　年度）








（　　　年度）








（　　　年度）














（　　　年度）








（　　　年度）








（　　　年度）











（１）事業目標（ＫＰＩ）


ＫＰＩ�
�
�
ＫＰＩ設定の考え方�
�
�
現状値


（　　年度）�
目標値�
�
�
年度�
年度�
年度�
�
�
�
�
�
�



（２）研究により期待される効果（可能な限り数値化し、具体的に記載すること）


（　　　年度）








（　　　年度）








（　　　年度）








（３）研究終了後の継続性・発展性について


（　　　年度）








（　　　年度）








（　　　年度）











（　　　年度）








（　　　年度）








（　　　年度）














（　　　年度）








（　　　年度）








（　　　年度）














（１）事業目標（ＫＰＩ）の達成状況


ＫＰＩ�
�
�
ＫＰＩ設定の考え方�
�
�
現状値（　年度）�
目標値（　年度）�
実績値（　年度）�
�
�
�
�
�



（２）研究成果・具体的な取組結果（可能な限り数値化し、具体的に記載すること）


（　　　年度）


区分�
成果�
具体的な取組結果�
�
諸外国との経済交流の促進


地域経済・社会への波及効果�
�
�
�
諸外国との広域連携�
�
�
�
本県の拠点性向上�
�
�
�
グローバル人材の育成�
�
�
�



（　　　年度）


区分�
成果�
具体的な取組結果�
�
諸外国との経済交流の促進


地域経済・社会への波及効果�
�
�
�
諸外国との広域連携�
�
�
�
本県の拠点性向上�
�
�
�
グローバル人材の育成�
�
�
�



（　　　年度）


区分�
成果�
具体的な取組結果�
�
諸外国との経済交流の促進


地域経済・社会への波及効果�
�
�
�
諸外国との広域連携�
�
�
�
本県の拠点性向上�
�
�
�
グローバル人材の育成�
�
�
�



（３）研究終了後の継続性・発展性について


（　　　年度）








（　　　年度）








（　　　年度）














